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	研究2 NDBを用いた。2020年10月時点で施設入居時総合医学管理料の算定があった者（施設への訪問診療があった者）を対象とした。都道府県別および地方分類別に65歳以上人口における施設への訪問診療割合や全訪問診療における施設への訪問割合を記述し、医療・介護資源（介護保険施設定員数、介護付きホーム定員数、機能強化型在宅療養支援診療所・病院数（在支診・在支病））との相関をスピアマンの順位相関係数を用いて分析した。また、半年以内の各臨床的アウトカム（1回以上の入院の有無、死亡、死亡した患者における在宅（...
	研究3「介護サービス情報公表システム」で公表されている2023年の訪問看護サービス事業者データならびに政府統計を用いた。二次医療圏を分析単位とし、アウトカム変数は二次医療圏ごとの65歳以上10万人当たりの月間訪問看護利用者数とした。人口規模（都市型、中間型、過疎型）別に記述統計を算出し、アウトカムに関連する地域要因を特定するため、ロバスト分散推定を用いた重回帰分析を実施した。
	研究4 茨城県の医療介護レセプトデータを用いて、要支援１以上の認定を受けた65歳以上の在宅療養者のうち2018年9月に訪問看護または訪問診療を受療している者を対象とした。対象者を訪問看護と訪問診療受療群、訪問診療のみ受療群、訪問看護のみ受療群の3群に分け、3群の内訳について市町村別に記述した。さらに、市町村における65歳以上人口千人あたりの在宅療養支援診療所数と訪問看護ステーション数の中央値を基準に市町村を4つに分類し、4つの地域分類別に65歳以上人口千人あたりの訪問診療と訪問看護の各群及び合計の...
	研究5 全国の訪問看護ステーションの管理者を対象に2020年2–3月に実施した自記式質問紙調査データ（有効回答数179件）を使用した。常勤換算看護職員数を「5人未満」「5–9人」「10人以上」の3群にわけ、訪問看護ステーションの職員体制、サービス提供内容（加算等の届出状況）、看護職員への教育・研修体制、経営状況、利用者の転帰について常勤換算看護職員数別の記述統計量を算出した。
	研究9　茨城県つくば市において令和4年12月～令和5年1月に実施された要支援・要介護認定者調査と国民健康保険・後期高齢者医療制度の医療・介護保険レセプトデータを用いた。対象者は要支援を除く要介護認定者のうち、家族介護者の年齢および幸福度の記載があった者とした。質問紙配布時点の訪問診療と訪問看護の受療の有無別に要介護者・家族介護者の特徴を記述し、カテゴリー変数に関してはカイ二乗検定またはフィッシャーの正確確率検定、連続変数に関してはマンホイットニーのU検定を用いて比較した。また、家族介護者の幸福度、...
	レセプトデータ（研究17）からは、訪問診療はほとんどがより重症なTD児に利用されている一方、TD児全体からみると利用者の割合は15.9％に留まっており、増やしていく余地があると考えられた。往診はほとんどが基礎疾患なしの児による単回の利用であり、TD児において訪問診療なしでの往診利用はほとんど受けることができていないことが明らかになった。平時からの訪問診療を導入できるTD児が増えるのが理想的だが、平時からの訪問診療の利用がなくても、かかりつけ医療機関によるオンライン診療の導入や、往診担当医療機関とか...
	様々な担当者へのヒアリング調査（研究18）の結果からは、医療的ケア児に在宅医療のアンメットニーズが存在する一方で、成人・高齢者医療を中心に広く提供されている在宅医療と、医療的ケア児に求められている在宅医療の性質は異なる部分があるということが伺えた。一方で、小児の在宅医療の在り方に関して成人への訪問診療を実施する医師を対象とした質問紙調査（研究19）を行った結果では、成人を中心とした在宅医療を実践しながら、たまに（ほとんどの回答者が1割未満）小児に対しても実践している医師が多数であり、このような状況...
	以上より、小児在宅医療の課題は単一の要因ではなく多層的に存在しており、複数の課題解決や患者のライフコース全体を見据えた視点が重要であることが示唆された。
	特異的な状況における在宅医療として、COVID-19パンデミック中の実態をがん患者と非がん患者を比較することにより明らかにした（研究22）。本研究より、自宅への訪問診療開始者はがん患者と非がん患者いずれもCOVID-19パンデミックを契機に増加したことが示された。訪問診療導入後3か月以内の入院割合は減少し、その一方で死亡した患者や在宅看取りがあった割合は全体的に増加傾向であったが、その変化は特にがん患者で大きかったことが示された。また、がん患者でのみ往診も増加していた。このような違いは、COVID...



